
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

果樹王国園芸産地活性化事業（物価高
騰対策）

①県と協調して、物価高騰等の影響で更新が進まないスピード
スプレーヤ更新を支援し、果樹産地の維持を図る。
②3戸以上の農業者団体、農業法人が行うスピードプレーヤ更
新費用
③更新による導入経費（7台分）18,705千円×1/3＝6,235千円
（うち県費は2/3の12,470千円）
④果樹栽培を営むもの

R8.7 R9.3

2
③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

小学校学校給食費支援事業（物価高騰
対策）

①小学校の学校給食における、物価高騰による給食食材費高
騰の影響を軽減し、給食費を増加させずに給食の質を維持す
る。
②学校給食センターの賄材料費のかかり増し経費（R8.4月～
R9.3月購入分）（教職員等は除く）
③国/都道府県からの基準額に基づく支援額を超える部分に対
して重点支援地方交付金を充当する。
　　小学校年間食材費182,6824千円×食材費値上10％（想定）
＝18,269千円
　　うち一般財源9,258千円
④学校給食センター、保護者

R8.4 R9.3

3
③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

中学校学校給食費支援事業（物価高騰
対策）

①中学校の学校給食における、物価高騰による給食食材費高
騰の影響を軽減し、給食費を増加させずに給食の質を維持す
る。
②学校給食センターの賄材料費のかかり増し経費（R8.4月～
R9.3月購入分）（教職員等は除く）
③ 中学校年間食材費102,022千円×食材費値上10％（想定）＝
10,203千円
　うち一般財源5,134千円
④学校給食センター、保護者

R8.4 R9.3
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